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１．背景（女性役員割合）

 女性役員割合は、東証一部上場企業全体では6.0％であり、繊維関連企業は4.3％。
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東証一部上場企業 左記のうち繊維関連企業

対象数 3,780社 54社

全役員数 40,663名 565名

女性役員
割合 ６.0％（2,528名) 4.3％（25名）

出典：2020年7月 役員四季報データベース・内閣府男女共同参画局 女性役員情報サイト・各企業有価証券報告書
https://www.gender.go.jp/policy/mieruka/company/yakuin.html

写真：「女性リーダーのための経営戦略講座」
（経済産業省経済社会政策室）
https://www.meti.go.jp/policy/economy/ji
nzai/wil/index.html

写真：「女性活躍情報がESG投資にますます活用
されています」（内閣府男女共同参画局）
https://www.gender.go.jp/policy/mieruka/co
mpany/pdf/yakuin r02.pdf



１．背景（現状：現場の声）

 繊維産業の女性経営者や女性管理職等に対するヒアリングでは、ビジネスの決定権者
に男性が多い、女性が育児・介護の負担を理由に部長職を断る、海外取引先から女性
へのサポートについて問われる等の声があった。

ビジネスの
決定権者が男性

 マーチャンダイザーは男性で予算決めをし、デザイナー・パタンナーの専門
職は女性が多い。女性たちを男性がまとめているイメージが強い。

（東京都・成人女子少女服製造業・女性経営者）
 組合の長が男性ばかりで女性の声が届きにくい。
（兵庫県・スカーフ等製造業・女性経営者）
 営業先、銀行等の取引先の決定権者が男性であることが多い。
（東京都・男子服卸売業・女性役員）

女性への育児・
介護の負担

 女性は、育児のあとの介護も自分がやらなくてはいけないと感じ、部長職を
断る女性もいる。（東京都・男子服卸売業・女性管理職）

育児・介護休暇等の
制度の他、女性をサ
ポートする体制の構
築の必要性

 育休・産休などの制度を整えるとともに、サポートする体制を整えることが
大事ではないか。（岡山県・男子服卸業・女性経営者）

 海外との取引の際、女性の離職率、女性へのサポート、企業の文化などを
まずヒアリングされた。（広島県・成人男子少年服製造業・女性経営者）

製造現場は男社会  昔から製造現場は、重い物を持つ、機械を修理するという肉体労働が多く、
男性が活躍する場面が多かった。（岐阜県、織物卸業・男性経営者）
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３．ジェンダー平等への方向性（事例）
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(株)エミネント（男子服卸売業）

①女性役員・管理職の登用
• 2020年11月、販売会社の(株)エミネント及び工場の

(株)エミネントスラックスにおいて、女性取締役を１名
ずつ登用。

• 女性取締役のミッションは、取締役同士で連携し、女性
目線で女性が働きやすい環境を整え、管理職や役員にな
りたいと思える女性を増やすこと。ロールモデルになる
ことも期待されている。

②キャリア支援
• 販売会社においては販売職→営業職→課長→部長に昇進
可能。工場においては担当→班長→部長に昇進可能。

• 入社後の早い段階で女性管理職とのミーティングを
セットし、5年後、10年後の自身のキャリアが見える
ような仕組みを構築。

③ネットワークの構築
• 女性同士が抱える特有の課題を気兼ねなく共有できる
ような職場雰囲気にしている。

①女性役員・管理職の登用
• 2000年に「女性活躍推進室」を設置。以降、トップ
ダウンで、「ダイバーシティ＆インクルージョン
（D&I）」「女性のキャリア継続・キャリアップの
支援」等の目的達成に向けた制度の創設、教育研修や
啓発に取り組んでいる。

•歴代トップがD&Iを重要な経営戦略に据え、社員へも
繰り返しメッセージとして伝え続け、企業風土を醸成。

•女性管理職数を2030年度までに300名以上にすると
いう目標を掲げている。（2019年度 116名）

②キャリア支援
• 30歳前後の有望層を対象に女性幹部候補の母集団形成の
ためのプログラムを実施。女性リーダーへの不安の払拭
や個性にあった様々なリーダシップ像の獲得等を狙い
としている。

③ネットワークの構築
•悩みを抱える社員を適切な先輩社員（経験者等）に繋ぎ、
相談ができるフレキシブルなネットワークが社内に構築
されている。

帝人 (株)（繊維原料卸業）
【販売会社】
商 号：(株)エミネント
創業：1949年
資本金：9,500万円
代表取締役社長：髙野 圭右
従業員数：社員 30名
契約社員：155名

【工場】
商 号：(株)エミネントスラックス

九州松浦工場
創設：1969年
資本金：6,510万円
代表取締役社長：前田 周二
社員数：195名

商 号：帝人株式会社
創立：1918年
資本金：718億円
代表取締役社長執行役員：鈴木 純
従業員数：20,075名（国内 9,364名、海外 10,711名）



参考資料
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1980年代  男女雇用機会均等法（1985年5月）

1990年代  男女共同参画社会基本法（1999年6月）
2010年代  「日本再興戦略」及びその改訂版に明記（2013年6月、2014年6月）

成長戦略の中核に女性活躍を位置付け

 世界経済フォーラム年次総会での安倍元首相の冒頭演説（2014年1月）
「日本は女性に、輝く機会を与える場でなくてはならない」と演説。「2020年までに、指導的地位にいる

人の３割を女性にする」と宣言

 「国際女性会議WAW！」を開催（2014年9月、2015年8月、2016年12月、
2017年11月、2019年3月。2020年4月は延期）

 「女性活躍加速のための重点方針」の策定（2015年～）

 「第４次男女共同参画基本計画」の閣議決定（2015年12月）
男女共同参画・女性活躍推進に係る今後５年間の基本的な方向などを定めた法定計画

 女性活躍推進法の施行（2016年4月）
301人以上が働く事業主に対して、①自社の女性の活躍状況を把握し、改善点や課題を分析する、②数値

目標を設定し、行動計画を策定・公表する③自社の女性の活躍状況（採用比率・管理職比率等）を公表する
などを義務化

 G７伊勢志摩サミットの首脳会合及び全ての関係閣僚会合において「女性活躍推進」を
アジェンダに設定⇒ジェンダー主流化（2016年5月）

 「子育て安心プラン」の公表（2017年6月）

出典：内閣府ホームページ・経済産業省経済社会室ホームページ 17

国内外の主な動き



国内外の主な動き

2010年代  女性活躍推進法の一部改正法公布（2019年4月）
対象を301人以上が働く事業主から101人以上へ対象を拡大

 G20大阪首脳宣言（2019年6月）
「ジェンダー平等と女性のエンパワーメントは、持続可能で包摂的な経済成長に不可欠である。我々は、

我々の政策のあらゆる側面において、かつ今後のサミットにおける横断的な課題として、これらの重要性を
再確認する。」とし、無償ケア労働におけるジェンダー格差、男女間の教育格差、賃金格差、デジタル・リ
テラシーの格差是正に取り組むとしている

 ジェンダー平等及び女性のエンパワーメントに関するＧ７宣言（2019年8月）
2019年8月にフランスが議長国を務めたG7ビアリッツ・サミットでは、「不平等との闘い」をテーマ

としてジェンダー平等が議論され、その結果、「ジェンダー平等及び女性のエンパワーメントに関するG7
宣言」が採択された。アフリカのセッションでは、アフリカにおける女性の起業の促進も議論され、付属
文書として「女性起業家支援」が発出された

2020年代  「女性活躍加速のための重点方針2020」の本部決定（2020年７月）
基本的な考え方
・女性に対する暴力の根絶に向けた取組や困難に直面する女性への支援の充実
・仕事と育児・介護等を両立できる環境の整備及び社会全体での意識改革の推進
・女性活躍推進のための自主的な取組や地域の実情に応じた取組の後押し
・あらゆる施策における男女共同参画・女性活躍の視点の反映

 「第5次男女共同参画基本計画」の閣議決定（2020年12月）
＜新しい目標＞
・2030年代には、誰もが性別を意識することなく活躍でき、指導的地位にある人々の性別に偏りが
ないような社会となることを目指す

・そのための通過点として、2020年代の可能な限り早期に指導的地位に占める女性の割合が30％程度
となるよう目指して取組を進める

出典：内閣府ホームページ・経済産業省経済社会室ホームページ 18



ジェンダー・ギャップ指数2021

 世界経済フォーラムが、2021年3月31日「Global Gender Gap Report 2021」を
公表し、その中で、各国における男女格差を測る「ジェンダー・ギャップ指数」※を
発表。

 2021年の日本の総合スコアは0.656で120位／156か国(前回は121位／153か国)。
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順位 国名
1 アイスランド
2 フィンランド
3 ノルウェー
4 ニュージーランド
5 スウェーデン
：
11 ドイツ
16 フランス
23 英国
24 カナダ
30 米国
63 イタリア
：

102 韓国
107 中国
120 日本

※ジェンダー・ギャップ指数
経済、教育、健康、政治の４つの分野のデータから作成され、０が完全不平等、１が
完全平等を意味する。

主な国の順位

教育
92／156

健康
65／156

政治
83／156

環境
117／156

出典： Global Gender Gap Report 2021



産業界のジェンダー平等に係る取組
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• 上場企業が行う企業統治（コーポレートガバナンス）にお
いてガイドラインとして参照すべき原則・指針（2015年6
月１日施行）

• CGC は、「基本原則」「原則」「補充原則」の３層構造。
CGCの適用対象について、「東証第一部・第二部の上場
会社は、コードの全原則。マザーズ及びJASDAQの上場
会社は、コードの基本原則について、実施しないものがある
場合には、その理由を説明することが求められる」とされてい
る。現在CGCにおける取締役会におけるジェンダーの記載
は「原則」（※）に位置付けられており、適用対象は東証
第一部、二部（約2,600社）。

Ⅲ．２．(3) 多様な人々の活躍促進
Ⅰ章で述べたように、サステイナブルな資本主義実現のカギは
多様性の包摂と協創であり、企業には多様な人材の価値競争
力を最大限引き出す環境の整備が求められる。
政府は2020年までに指導的地位に占める女性の比率を

30％超とする目標を掲げたが、未達に終わった。企業や家庭、
社会全体において男女間で働く環境に差異がなくなれば、男女
の人口比率からして、指導的地位に占める女性の比率も50％
程度となるのが自然の帰結である。そのような社会の実現という
理想を掲げ続けることが重要であり、その達成に向けた推進力に
なり得る高い目標を改めて設定すべきである。
企業は組織の多様性、すなわち性別や年齢、国籍、経歴、障
がいの有無等の多様性を積極的に推進する。そのメルクマールと
して、取締役会における女性や外国人材、中途採用者等の比
率の拡大を図る。具体的な目標として、2030年までに役員
（会社法における取締役に限らず執行役員またはそれに準じる
役職者も含む）に占める女性比率を30％以上にすることを
目指す。

(株)東京証券取引所

「コーポレートガバナンス・コード（CGC）」
（一社）日本経済団体連合会

「新成長戦略（2020年11月17日）」

（※）原則４－11．取締役会・監査役会の実効性確保
のための前提条件

取締役会は、その役割・責務を実効的に果たすための知
識・経験・能力を全体としてバランス良く備え、ジェンダーや国
際性の面を含む多様性と適正規模を両立させる形で構成さ
れるべきである。

出典： (株)東京証券取引所ホームページ・（一社）日本経済団体連合会ホームページ

 取締役会は、ジェンダーを含む多様性
と適正規模を両立させる形で構成さ
れるべき

 2030年までに取締役、執行役員また
はそれに準じる役職者に占める割合を
30%以上にすることを目指す


